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セカンドオピニオン 

法面プロテクト株式会社  

『しがぎん』サステナブル評価融資  

 

発行日：2021 年 12 月 29 日 

発行者：株式会社しがぎん経済文化センター 

産業・市場調査部 

 

本文書は滋賀銀行（以下、「貸付人」という）が法面プロテクト株式会社（以下、「法面プロテクト」という）

に実施する『しがぎん』サステナブル評価融資（以下、「本ローン」という）について、以下にその評価結果を報

告するものである。なお、『しがぎん』サステナブル評価融資とは、お客様のサステナビリテイ経営に対し、有意義

な目標設定を行い、モニタリングを通じた伴走支援により企業価値の向上を後押しする融資である。 

 

1.法面プロテクトの会社概要 

社 名 法面プロテクト株式会社 

所 在 地 滋賀県大津市真野６丁目 14 番 11 号 

設 立 1980 年 3 月 29 日 

事 業 内 容 
とび・土工工事、土木工事（法面保護工事、道路改良工事、治山工事、下水道

工事、河川を含む土木工事の設計、施工） 

社 員 数 14 人 
 

（1）事業概要 

法面プロテクトは、創業以来、公共工事の中でも「法面保護工事※1」の設計・施工を専門としてきた土木

工事業者である。その社名には「法面を保護し地域社会の安全と自然を守る」という創業者の考えが込められ

ており、二代目にあたる現代表取締役は、そのような先代の想いを大切にしながら事業活動を行ってきた。 

滋賀県の公共工事において、法面保護工事が主たる土木工事は、「法面処理工事」として分離発注され

る。この分離発注の仕組みは、県内の企業がのり面の専門建設工事団体（滋賀県法面処理協会）を設

立し、滋賀県に働きかけて実現したものであり、法面プロテクトは先代より同団体のメンバーとして法面保護工

事の技術と品質の向上に努め、同業者の地位向上につなげてきた。  

法面プロテクトは、法面保護工事の完成工事高が全体の 8 割を超えるのり面の専門業者であり、環境に

配慮した工法・資材の使用を積極的に取り入れている。また、生物多様性保全に配慮した工事や間伐材・

伐採木のリサイクル資材を使用した工法の開発、普及を推し進めており、1980 年（昭和 55 年）の会社設

立以来、地元業界を牽引してきた企業である。 

 

＊1 のり面とは切土や盛土により作られる人工的な斜面。道路建設や宅地造成等に伴い、地山掘削、盛土等で形成される。 

法面保護工事は斜面崩壊や地滑り等、土砂災害の拡大防止の為に施工する工事である。 
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■法面保護工事の現場 

 

 

 

 

 

 

（2）経営理念と品質方針 

法面プロテクトは「21 世紀は自然との共生の時代であり、法面保護工事においては、斜面の安定、経済性

だけでなく、地域環境への配慮も必要である」として、企業スローガンに『地球に思いやり“斜面に緑と安定を”』

と掲げている。また、企業理念として『事業を通じて人間性を高め、会社を発展させる。』として、その理念達成

のために、品質方針を定めている。その中で、安全を第一に作業を行うことや、IT 化を推進するとともに従業員

の技術レベルを向上させること、また、環境に配慮した工法、手法の導入・開発を積極的に行うことなど、10

項目の方針が示されている。 

法面プロテクトの中核技術である環境に配慮した緑化工法には、従来と異なる植物材料（現地周辺の植

物や種子等）の理解など、高度な専門知識と技術が必要である。そのため、社内の人材育成にも力を入れ

ており、資格取得などの支援や高い技能習得のためのサポートを行うことで、事業と社員がともに成長できる組

織をつくっている。 

このように長年培った高い技術力と人材を活かし、法面保護工事を通じて地域社会の安全安心な生活基

盤の創出だけでなく、県下全域の豊かな自然を守っている。事業と人、地域社会がともに向上していく好循環

のサイクルにより、経営理念の実現へとつながっているといえる。 

 

 

■法面プロテクトの企業スローガン 

 

 

 

出所：法面プロテクト提出資料より 

出所：法面プロテクト提出資料より 
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2.法面プロテクトのサステナビリテイ 

法面プロテクトのサステナビリティ（持続可能性）への考え方の基礎となっているのは、事業を通じた環境へ

の取り組みである。環境と共生する事業活動こそが、自社の持続可能性にもつながると考えている。 

法面プロテクトは、2008 年よりエコアクション 21 への取り組みを開始し環境経営方針を策定した。そこにあ

る環境経営理念には、『地域社会の環境保全と持続可能な社会を実現するために、生物多様性に配慮した

緑化工事や、間伐材・伐採木のリサイクル資材を有効利用した工法の施工、環境負荷を低減するためのあら

ゆる活動について、社員一丸となり積極的に取り組みます』と掲げている。具体的な目標として、二酸化炭素排

出量の削減や廃棄物の削減率、水道水使用量の削減、再生資源の使用率、リサイクル資源の使用量、生

物多様性や環境に配慮した工法の施工面積など 22 項目を設定し、各種取り組みを進めてきた。 

そして 2021 年５月、自社の持続可能性に対する考え方が SDGs（持続可能な開発目標）の理念とも

共通していると考え、より広範な視点を持ち、広く社内外のステークホルダーへ発信できるように『法面プロテクト

株式会社 SDGs 宣言』を行った。 

SDGs 宣言の重点項目として、『１.のり面保護工事を通じて、地域社会の安全安心な生活の創出へ貢

献します。』 『2.環境に配慮した工法を積極的に推進します。』 『3.働きやすく、活力のある職場環境を実現

します。』 『4. 地域貢献活動を通して地域の発展に寄与します。』の４つを掲げており、環境に配慮した工法

を積極的に推進することで、地域の環境を守り、安心・安全で暮らしやすい街づくりと地域の発展に寄与すること

を目指している。  

 

■SDGs 宣言書とエコアクション 21 の認定書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出所：法面プロテクト提出資料より 
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３.サステナビリテイ目標の設定   

 （1）サステナビリテイ目標 

テ ー マ 環境に配慮した工法を積極的に推進 

貢献する SDGs 

 

K P I 環境に配慮した工法の提案件数（法面保護工事） 

目  標 

 

 

内  容 

【提案する相手先】 

官公庁及び民間企業等の発注元 
 
【提案内容】 
法面プロテクトが環境に配慮した工法を発注元に提案書や報告書等の書面によって提
案を実施し、その件数を対象とする。 

 

【期間】 

毎年４月 1 日～3 月 31 日の年間提案件数を報告する。 
 

【目標件数の設定について】 

2020 年度の提案実績は 7 件であり、提案件数の半数以上は滋賀県が発注する公共

事業に対して行っている。月 1 件程度の提案を行い、現状の提案件数から倍近くまで引

き上げる計画とした。滋賀県のみならず、その他の官公庁及び民間企業に対しても広く広

報活動を行っていく方針である。 

 

実績

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

7 12 12 12 12 12

計画
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■環境に配慮した工法の一覧 

 

 

*2 滋賀県では、資源循環の輪の構築に向けた取組の一つとして、主に県内で発生する循環資源（廃棄や製造過

程で発生した副産物、木材等）を利用し、県内事業所で製造加工される製品について、一定の基準に適合す

るものを「ビワクルエコ製品（滋賀県リサイクル認定製品）」として認定し、リサイクル製品の利用推奨を図る制度

「ビワクルエコシップ（滋賀県リサイクル製品認定制度）」を推進している。 

BIWA ソイルと BIWA チップは法面プロテクトが大学との協同研究で開発した商品。 

法面プロテクトの社長が理事長を務める滋賀県法面処理事業協同組合を通じて販売している。 

 

 

テーマ 工法 環境に与える効果

マザーソイル工法

施工予定地やその付近から採取した森林表土を利用し、その中に

含まれる埋土種子集団（表土シードバンク）や土壌微生物に

よって自然回復を図る緑化工法。遺伝子の多様性も含めた地域

の生態系を守りながら、のり面の保護を行うことができる。

『ソイル』＝『土壌』

自然侵入促進工法

植物材料を用いず、周辺の自然から散布し侵入してきた種子の

発芽・定着を促し、その生長により植生を行う工法。地域外から植

物を持ち込まないため、地域固有の植物との交雑といった遺伝子

の攪乱が発生せず、遺伝子の多様性にも配慮している。

ノンフレーム工法
樹木伐採や法切を最小限にし、現況地山を活かした工法。施工

後も元々の景観・環境維持が可能であり、CO₂の削減にも貢献。

生物分解型資材を使用した植生工法

材料にプラスチックを使用せず、ヤシなどの天然繊維や分解性樹脂

を用いた工法。時間の経過とともに自然に分解されるため、地域環

境への負荷を小さくすることが可能。

BIWAソイル緑化工法

滋賀県内で廃材となる木材をチップ化し、生育基盤として有効活

用しながら緑化を行う工法。従来の植生基材と同等の緑化を維

持しつつ、現場で発生する伐採木を利用することで、環境保全効

果とゼロエミッションの向上を図る。材料のBIWAソイルは滋賀県リ

サイクル認定製品*²に認定されている。

BIWAチップマルチング工法

滋賀県内で廃材となる木材をセメントに混ぜ混み、のり面保護を

行う工法。廃材を利用することで廃棄物の削減に貢献する。材料

のBIWAチップは滋賀県リサイクル認定製品*²に認定されている。

循環型資材を使用した植生工法

ヤシ繊維等の分解型繊維や間伐材といった持続可能な天然資

源を活用した工法。時間の経過とともに自然に還る『循環型資

材』のため、環境負荷を小さくすることが可能。

生物多様性

地域環境への配慮

循環型資材の利用

施工例 マザーソイル工法

施工例 ノンフレーム工法

施工例

BIWAソイル緑化工法

BIWAチップマルチング工法

BIWAチップ

雑草の発芽を抑制

BIWAソイル

土壌部分に使用

出所：法面プロテクト提出資料より 
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（2）サステナビリテイ目標の有意義性 

法面プロテクトは本ローンの組成にあたり、環境に配慮した工法の積極推進をテーマとして「環境配慮工法

の提案件数」を KPI として選定した。 

環境配慮工法の推進は、県土のおよそ 2 分の 1 を占める森林整備にもつながることから、四季折々の風情

を守るだけでなく、生命の源である清らかな水を養い、県土を保全して、多くの生態系保護に寄与するといえる。

しかし、通常の緑化工法と比べて環境への良い影響は認められても、コスト面から発注元には選ばれにくい現

状がある。法面プロテクトは効率性や経済性だけでなく、環境配慮工法の重要性を世間に浸透させることで、

地域環境の持続的な発展に寄与し、それが自社の持続可能性にもつながっていくと考えている。このことは、

SDGs（持続可能な開発目標）の達成とも方向性を同じくするものであるといえる。 

法面プロテクトは 40 年を超える業歴の中で技術力を高め、取引先との信頼関係を構築してきた。様々な

団体と連携し、業界全体の地位向上を目指し、ともに成長してきた歴史がある。 

また、自社単体での環境経営目標を達成しても、地域社会に貢献できなければ環境経営ではないとも考

えている。法面保護工事が持続可能な環境・社会の構築に対して果たす役割が認識され、環境配慮に大き

な価値観を抱く社会の実現こそが“真の意味”での環境経営であるとしている。本 KPI を、環境に配慮した工

法の受注件数や金額ではなく「提案件数」とすることは、常に自らが率先し取引先への働きかけを行うことで滋

賀県内の業界を牽引してきた法面プロテクトを象徴する目標であり、かつ地域社会の安心安全な生活につな

がり得る有意義な取り組みであるといえる。 

本件とは異なる KPI として、法面プロテクトは滋賀県が宣言している「“しが CO₂ネットゼロ”ムーブメント」の

賛同企業として、カーボンニュートラルへの取り組みを表明しており、毎年 2％の二酸化炭素削減目標を設定

している。 

法面プロテクトが本拠とする滋賀県は環境先進県を標榜し、SDGs 未来都市として持続可能な滋賀の実

現に取り組んでおり、2050 年までに二酸化炭素の排出量を実質ゼロにすることを目指し、県民、事業者等

多様な主体と連携して取り組む「“しが CO₂ネットゼロ”ムーブメント」キックオフ宣言をしている。同社の目標は

この流れを受け設定しているものである。 

目標達成のための具体的な取り組みとしては、空調設備の設定温度の取り決めや定期清掃による運用改

善、老朽化設備の更新によって使用電力の省エネ化を進めている。また、建設現場の重機におけるアイドリン

グストップや現場ごとのパトロールを通じて化石燃料由来の二酸化炭素削減にも積極的に取り組んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 



 

Copyright © 2021 Shigagin Keizai Bunka Center CO.,LTD. All Rights Reserved. 

7/9 

 

出所：法面プロテクト提出資料より 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：滋賀県ウエブサイトより 

■環境経営計画の取組結果とその評価より一部抜粋 
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 しがぎん経済文化センター 会社概要  

 

 

社名    株式会社しがぎん経済文化センター  

 

代表者   取締役社長 北川 正義 

 

所在地   〒520-0041 

       滋賀県大津市浜町 1 番 38 号 

 

設立    1984 年 3 月 21 日 

 

資本金   1,000 万円 

 

株主    株式会社滋賀銀行 

 

TEL    077-526-0005 

 

FAX    077-526-3838 
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留意事項 

1. しがぎん経済文化センターの第三者意見について 

  本文書については貸付人が、借入人に対して実施するしがぎんサステナブル評価融資について、設定する目

標の有意義性に対する第三者意見を述べたものです。 

  その内容は現時点で入手可能な公開情報、借入人から提供された情報や借入人へのインタビューなどで収

集した情報に基づいて、現時点での状況を評価したものであり、当該情報の正確性、実現可能性、将来に

おける状況への評価を保証するものではありません。 

しがぎん経済文化センターは当文書のあらゆる使用から生じる直接的、間接的損失や派生的損害について

は、一切責任は負いません。 

 

2. 滋賀銀行との関係、独立性 

しがぎん経済文化センターは滋賀銀行グループに属しており、滋賀銀行および滋賀銀行グループ企業との

間および滋賀銀行グループのお客さま相互の間における利益相反のおそれのある取引等に関して、法令等

に従い、お客さまの利益が不当に害されることのないように、適切に業務を遂行いたします。 

また、本文書にかかる調査、分析、コンサルティング業務は滋賀銀行とは独立して行われるものであり、滋賀

銀行からの融資に関する助言を構成するものでも、資金調達を保証するものでもありません。 

 

3. しがぎん経済文化センターの第三者性 

借入人としがぎん経済文化センターとの間に利益相反が生じるような、資本関係、人的関係などの特別な

利害関係はございません。 

 

4. 本文書の著作権 

本文書に関する一切の権利はしがぎん経済文化センターが保有しています。本文書の全部または一部を

自己使用の目的を超えて、複製、改変、翻案、頒布等をすることは禁止されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


